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様式第二号（第一条の二関係）

1）


１．
	
	

	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日
	　年　月　日

	
	
	
	
	
	
	



２．
イ．代理又は媒介の実績
	
	年　月　日から
	年　月　日から
	年　月　日から
	年　月　日から
	年　月　日から

	
	年　月　日まで
	年　月　日まで
	年　月　日まで
	年　月　日まで
	年　月　日まで

	
	の１年間
	の１年間
	の１年間
	の１年間
	の１年間

	種類
内容
	売買・交換
	
	売買・交換
	
	売買・交換
	
	売買・交換
	
	売買・交換
	

	
	件　数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	価　額
(千円)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	手数料
(千円)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	件　数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	価　額
(千円)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	手数料
(千円)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	宅地及び建物
	件　数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	価　額
(千円)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	手数料
(千円)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	件　数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	価　額
(千円)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	手数料
(千円)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



[bookmark: _GoBack]ロ．売買・交換の実績
	
期　間

種　類

	年　月　日から
	年　月　日から
	年　月　日から
	年　月　日から
	年　月　日から

	
	年　月　日まで
	年　月　日まで
	年　月　日まで
	年　月　日まで
	年　月　日まで

	
	の１年間
	の１年間
	の１年間
	の１年間
	の１年間

	
	
	件　数
	
	
	
	
	

	
	
	価　額
(千円)
	
	
	
	
	

	
	
	件　数
	
	
	
	
	

	
	
	価　額
(千円)
	
	
	
	
	

	
	宅地及び

	件　数
	
	
	
	
	

	
	
	価　額
(千円)
	
	
	
	
	

	
	
	件　数
	
	
	
	
	

	
	
	価　額
(千円)
	
	
	
	
	

	
	
	件　数
	
	
	
	
	

	
	
	価　額
(千円)
	
	
	
	
	

	
	
	件　数
	
	
	
	
	

	
	
	価　額
(千円)
	
	
	
	
	

	
	宅地及び

	件　数
	
	
	
	
	

	
	
	価　額
(千円)
	
	
	
	
	

	
	
	件　数
	
	
	
	
	

	
	
	価　額
(千円)
	
	
	
	
	

	
	
	件　数
	
	
	
	
	

	
	
	価　額
(千円)
	
	
	
	
	

	
	
	件　数
	
	
	
	
	

	
	
	価　額
(千円)
	
	
	
	
	

	
	宅地及び

	件　数
	
	
	
	
	

	
	
	価　額
(千円)
	
	
	
	
	

	
	
	件　数
	
	
	
	
	

	
	
	価　額
(千円)
	
	
	
	
	



１　新規に免許を申請する者は、「最初の免許」の欄に「新規」と記入すること。
２　「組織変更」の欄には、合併又は商号若しくは名称の変更について記入すること。
３　「期間」の欄には、事業年度を記入すること。
４　「売買・交換」の欄には、上段に売買の実績を、下段に交換の実績を記入すること。
（添付書類（１）の記載上の注意）
１　「事業の沿革」は、次により記入すること。
(１)　 「最初の免許」の欄は、新たに事業を営もうとする場合は、「新規」と記入し、年月日は記入しないこと。既に宅地建物
　　取引業を営んでいる場合は、その開始年月日と免許権者名を記入すること。
(２) 　「組織変更」の欄は、法人の合併、商号又は名称の変更、資本金の増資等の年月日とその旨を記入すること。
２　「事業の実績」は、新たに免許を受けようとする場合は記入を要しないが、既に免許を受けている場合には、次により記入す
ること。
(１) 　事業の実績は、申請の直前５年間の事業年度ごとに記入すること。
なお、「価額」及び「手数料」は千円単位で記入し、千円未満は切り捨てること。
(２) 　「宅地及び建物」の欄は、いわゆる土地付き住宅及び区分所有建物について記入すること。
